
総務省政務三役会議
平成 年 月 日22 9 7
1 6 : 3 0 1 7 : 0 0～
進行：渡辺副大臣

１ 大臣挨拶

２ 協議事項

３ 報告事項

○ 各府省における出先機関の事務・権限仕分け（ 自己仕分け ）結果について「 」
（逢坂総理補佐官） 資料１

○ 準天頂衛星に関する政務官ＰＴ（第１回）会合の結果について
（小川大臣政務官） 資料２

４ その他

○ 出口晴三氏(元葛飾区長・東京都議)の講演・意見交換



各府省による出先機関の事務・権限仕分け（「自己仕分け」）結果について 

 

 

「地域主権戦略大綱」に従い、各府省（８府省）は、出先機関（１３機関）が所管する約５００事項にわ

たる事務・権限の一つ一つについて、自己仕分けを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

※ 都道府県労働局分は、８月 25日の労働政策審議会に報告。 

  経済産業局分は、８月 26日、27日に事務・権限仕分けに関する外部有識者会議を開催。 

 

 

○ 自己仕分けの結果をざっと見ると、「地方自治体に移譲するもの」とされているものは条件付きも含

めて１割程度か？（※現在、一つ一つの事務・権限ごとにその内容を精査中） 

   

○ 各府省の自己仕分け結果の概要は次回の地域主権戦略会議に報告する予定。 

  報告を踏まえ、今後、地域主権戦略会議としての事務・権限仕分けを行い、年内目途に「アクション・

プラン（仮称）」を策定。 

 

８府省１３機関の内訳 

  
【内閣府】  ○沖縄総合事務局 

【総務省】  ○総合通信局 

【法務省】  ○法務局・地方法務局 

【厚生労働省】○地方厚生局 ○都道府県労働局 

 

【農林水産省】○地方農政局 ○森林管理局 ○漁業調整事務所 

【経済産業省】○経済産業局 

【国土交通省】○地方整備局 ○北海道開発局 ○地方運輸局 

【環境省】  ○地方環境事務所 
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内閣官房宇宙開発戦略本部 

準天頂衛星に関するプロジェクトチーム 第１回会合 

 

 

１ 日 時  平成２２年９月７日（火）１５：００～１６：００ 

 

２ 場 所   中央合同庁舎４号館 １０階 １０１５会議室 

 

３ 出席者   泉内閣府大臣政務官（宇宙開発担当）、小川総務大臣政務官、後藤文部科学大臣政務官、 

佐々木農林水産大臣政務官、近藤経済産業大臣政務官、津川国土交通大臣政務官、 

楠田防衛大臣政務官、片桐警察庁次長 

 

４ 議事次第  （１） 準天頂衛星に関するプロジェクトチームの運営について 

   （２） 準天頂衛星の経緯と現状について 

（３） 準天頂衛星に係る検討課題と今後の進め方について 

   （３） 意見交換 

本会合は非公開  
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金融２社の委託がなくなった状態の郵便事業の収支（試算）

■試算の考え方（別紙参照）

○平成２１年度決算データを用いて、金融２社の委託がなくなった状態での郵便局会社の営業損益へ

の影響を、一定の前提により試算し、最終的には郵便事業㈱の郵便事業に係る利益と相殺して試算。

○ 現在の全ての郵便局(20,205局）の維持を前提とし（簡易局も維持）、郵便業務量の変動に伴う局舎面積

は、一定の前提により、ケース別に試算。

■試算結果

前提 試算結果
郵便料金値上げで

赤字を賄う場合（注２）

【ケース１】
局舎面積は現状のまま

年間約3,300億円の赤字
（地域貢献資金を最大限使用した場合（注１）でも、

約3,000億円の赤字）

第１種 22円
第２種 17円
の値上げ

【ケース２】
局舎面積は、郵便局における
要員数比（試算値53.2%)で縮小

年間約2,900億円の赤字
（地域貢献資金を最大限使用した場合（注１）でも、

約2,700億円の赤字）

第１種 19円
第２種 15円
の値上げ

（注１）仮に、社会・地域貢献基金が２兆円積み立てられたと仮定しても、運用益（国債10年物：22年平均1.283%）は約257億円。

（現在の社会・地域貢献基金残高は298億円であり、運用益は約4億円）

（注２）値上げによる取扱物数減の可能性もあるが、それは見込んでいない。

（参考）郵便事業㈱の法人税等負担額は、241億円（H21年度）



（別紙）

■試算の前提条件

○ 平成２１年度決算データを用いて、金融２社の委託がなくなった状態での郵便局

会社の営業損益への影響を試算し、最終的には郵便事業㈱の郵便事業に係る利

益と相殺して試算。

（参考）平成２１年度決算

郵便事業㈱の郵便業務の黒字：589億円

郵便局会社の郵便業務受託手数料：2,093億円

銀行代理業務手数料：6,325億円

生命保険代理手数料：4,052億円

○ 郵便局会社の必要要員数は、郵便事業の業務量のみを処理する前提で推計。

（業務量変動に伴い変動すると想定される費用項目について、業務量比、要員数比等で調整）

○ 業務量の変動に伴う局舎の面積については、①現状のまま、②要員数比で縮小

した場合のケース別に試算。

○ 地域貢献資金は、本来、地域貢献業務（金融２社の代理業務等）の実施に要す

る費用に充てるものとして社会・地域貢献基金から郵便局会社に交付されるもの

であるが、今回、仮に当該基金の運用益を使用できる場合についても試算。
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